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  武蔵野美術大学教授志田陽子氏は、２００６年６月２８日、その論文『文化戦争と憲法
理論――アイデンティティの相剋と模索』を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博
士（法学・早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査員は、同研究科の委嘱を受け、こ
の論文を審査してきたが、２００７年１月２９日、審査を終了したので、ここにその結果
を報告する。 
 
Ⅰ 本論文の構成と内容 
  本論文は、１９９０年代初頭からアメリカの社会学分野で「文化戦争」(culture wars)と
呼ばれるようになった政治社会現象が、憲法状況にどのような影響を及ぼしているかを考
察するとともに、この問題を憲法理論的に扱う可能性を模索することを課題とする。 
 本論文は構成上、総論（方法論）と各論（具体的問題の考察）とに分かれる。総論では、
この論題を「憲法問題」として構成していく上でのアプローチの仕方が検討される。著者
によれば、「文化戦争」とは、価値観をめぐる争いが政治争点化して、これに対する関心が、
それまでの経済的争点に代わって、アメリカの政治選択において主要な分岐点となってい
る状況をいう。ここで争われている「価値」に関して、現代アメリカでは、人種とジェン
ダー・セクシュアリティと宗教が主たる論題となっているが、著者は、これは経験的なも
のであって、「文化戦争」が生じる論争領域をあらかじめ理論的に定めることはできない、
という立場をとる。すなわち「文化戦争」を、潜在的にはあらゆる論題に付随して起きる
可能性をもった現象として把握し、その論題はきわめて広い領域にまたがりうるものとさ
れる。このような問題を扱うには、個々具体的な諸問題に共通する「方法論」を探ること
が不可欠の作業となる。著者はそのような意図から、序章から第４章までを、方法論の検
討にあてている。 
 各論においてより具体的な考察がなされるが、そこでは、「文化戦争」とされる諸問題を
網羅的に扱うのではなく、いくつかの問題領域をピックアップして論じるという形をとる。
ここで著者が選んだ代表的な問題領域は、「性」の領域と刑事司法の領域、そしてそれらが
ヘイト・スピーチ規制やポルノグラフィ規制として問題化してくる表現の自由の領域であ
る。 
 まず、序章においては、本論文の着眼点と問題設定が以下のように示される。 
 今日、アメリカの政治領域において、「文化戦争」と呼ばれる価値観の対立状況が見られ
る。これら「価値」をめぐる諸問題は、私的領域において個人の自由に委ねられるべき問
題と考えられるはずだが、しかし今日のアメリカ政治過程に顕著に見られるのは、これら
の問題が、公的な領域で（たとえば選挙過程における候補者の公約事項として）政治争点
化していることである。著者は、こうした政治・文化状況には、看過できない憲法問題性
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が含まれている、と考える。すなわち、「ここで主張される政策がその実現に下位集団の従
属化を伴う」こと、それにもかかわらず、問題が「文化戦争」（価値観の争い）として語ら
れることによって、一方において、従属的地位に置かれることになる少数者側の問題が不
可視化・些事化・滑稽化されていく危険が生じ、他方では、「社会的衝突を悪化させる危険
がある」という理由でこの問題の解決が司法の手を離れ、立憲的な歯止めなしのポピュリ
ズムに委ねられるおそれなしとしないことである。 
  著者は、このような「人権保障および民主過程の空洞化」の危険に対して、憲法理論は
いかに応答するかを本論文の課題としながら、各章の考察に入っていく。 
 
  第１章では、方法論に関して概括的に考察される。議論の端緒として、１９８６年から
２００３年までの間に連邦最高裁判所が扱った一連の「同性愛者訴訟」が、「文化戦争」問
題の典型的ケースとして選択され、次いで、これらの諸判決に言及している憲法学領域の
論者のうち、「文化戦争」問題に積極的に取り組んでいる論者が、主要な参照論者として選
択される。そのようなものとして著者が選択する憲法学者は、「文化戦争」問題を「民主主
義」理解の視角から扱うバルキン（Balkin, J.M.）、また、この問題を「排除の政治」の分
析と平等なシティズンシップを志向する憲法論の観点から扱うカースト(Karst,K.L.) 、さ
らに、この問題を社会文化のなかに織り込まれた「構造的不正義」に対する「公権力の責
任」の問題として構成するリチャーズ(Richards, D.A.J.)、の３人である。 
  著者は、この３人の議論を参照にしながら、「文化戦争」の憲法的問題性を次のような要
素ないし特徴により整理していく。（１）問題の現実性（「害」の存在）と「害」の性質）、
（２）「価値観の対立」が「アイデンティティの衝突」へ、さらに「特定アイデンティティ
に対する排除または従属化要求」に転じること、（３）利害関係の存在と、その特殊性（利
害が不可視化されやすいことや、この利害をめぐる闘争がゼロサム的性格を本質とするこ
と）、（４）闘争の結果としてスティグマ問題が発生すること、（５）「憎悪」と「偏見」の
位置づけ（ここでは偏見が本質的問題であって、敵意や憎悪は問題性の有無を画する決定
的な要素ではないという見解）、（６）法と「道徳の言説」の関係の問題、である。なお、
ここでの「憲法問題性」は、価値観・世界観の対立に法（司法）が介入して何らかの決着
をつけるべきであるといった関心からではなく、そこに「価値観・世界観の問題」にとど
まらない現実的利害が存在するという関心のもとに構成されている。 
 
  第２章では、第１章で示された整理のうちの（２）の問題が考察される。「価値観の対立」
が「アイデンティティの衝突」へ、さらに「特定アイデンティティに対する排除または従
属化要求」へと転じるとき、ここでどのような憲法論を構成することが可能か、である。
著者は、「アイデンティティ」という用語には憲法的観点から見て看過しえない両義性があ
るという。それは、「アイデンティティ」というものは、保護や獲得の対象として語られる
側面と、そこからの解放が課題となるという意味で乗り越えるべきものとして語られる側
 2
面との二面を持っている、という両義性である。 
 著者によれば、憲法理論は、一般的に、自己決定権の問題領域では「アイデンティティ」
を「自己定義の自由」という関心において前者の肯定的視点でとらえ、「平等」の問題領域
では後者の視点でとらえる傾向にあるという。 
  著者は、この大まかな整理をふまえてアメリカの論者の議論を参照し、類別している。
たとえば、ルーベンフェルド（Rubenfeld, Jed）は、自己決定権の理論においても後者の問
題を重く見るがゆえに「アイデンティティ」によって理論構成を行うことを明確に斥ける。
トーマス(Thomas, Kendall) は、社会的・外的事実として特定のアイデンティティが権利
保障拒否や暴力の対象となっている、という問題のみを憲法問題としてのアイデンティテ
ィ問題とすべきである、と論じる。他方、カーストは、「平等な市民的地位」の議論におい
て、市民の帰属感覚を選択的に公定したり拒絶したりすることで特定市民の「自尊的アイ
デンティティ感覚」を損なうような政府言論を、違憲と見る。この理論においては、社会
から押し付けられた「負のアイデンティティ」からの自由の問題と同時に、「アイデンティ
ティ」の保護すべき「善」としての一面が、平等論のなかに位置づけられていることにな
る。 
 次に、リチャーズの議論は、「アイデンティティ」のこの二面性をさらに明確に意識した
構成になっている。ここでは、偏見の対象となるような「負のアイデンティティ」を固定
する社会構造が「構造的不正義」として構成された上で主として平等保護の問題とされ、
一方、こうした文化的不正義からの自由を志向する人間の精神活動が、「道徳的自律」と「ア
イデンティティの再創造」の問題として構成された上で、憲法理論上は各人の「良心の自
由」の保障の問題とされる。こうした参照と整理の結果、著者は、「アイデンティティ」の
両義性問題に関するかぎり、リチャーズの議論が現在のところもっとも精錬された議論で
あると評価している。 
 なお、著者によれば、これらの議論には共通して、社会学分野における「社会構築主義」
の影響が見られる。すなわち、「アイデンティティ」というものは生物学的自然によって「あ
る」ものではなく、社会的言説の蓄積によって形成される「社会的意味づけ」の結果の産
物である、との理解（社会構築主義的観点）が、これらの著者の憲法論のなかに取り込ま
れている。ジェンダー・アイデンティティ（男性・女性、異性愛者・同性愛者）のみなら
ず、「人種」というアイデンティティもまたこうした理解においてとらえなおすべきである
とするバルキンやリチャーズの議論は、憲法理論に一定の見直しを迫る結果ともなる、と
著者はいう。また、著者は、コーネル(Cornell, D.) の議論を参照しつつ、これらの議論は、
いかにして権力による「アイデンティティの裁定」を招来することなく脱偏向的な「理論」
たりうるか、という課題を抱えている、という。この課題は、本論文の第４章の考察に接
続していく。 
 
  第３章では、「文化戦争」に対する憲法問題設定のもうひとつの可能性として、民主主義
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論からの理論構成の可能性が考察される。 
 序章の問題提起にもあったように、政治過程（民主過程）において、「アメリカの価値」
をめぐる諸問題が政治争点化している状況が見られるが、著者はバルキンを参照しつつ、
こうした場面で衝突が起きること自体は民主主義につねに伴う現象であって、むしろ衝突
そのものを抑えようとすることが危険である、との見方をとる。すなわち、この衝突を社
会文化的「ステイタス」の固定化によって解決する道は、合衆国憲法制定時に（身分制の
廃止や国教樹立禁止によって）拒否された解決方法であるから、「文化戦争」と呼ばれる現
象がこの「ステイタス」を確立しようとする動きに転じる場合、憲法（司法）は、この動
きに加担することがあってはならず、むしろこの動きによって生じているステイタス固定
状態（「偏見」による優位と従属の関係）を解体することを任務としなければならない、と
いうのである。 
  なお、著者は、この種の民主主義補完論と、インフォーマルな社会過程を実体論の内部
に取り込んだ上で「民主過程論ではなく実体論が必要」とする議論を、その内容において
非常に接近したものと見て、比較検討を行っていく。これは、「インフォーマルな社会過程」
の重要性を認識する議論が、「民主主義」を起点とする議論と「権利」を起点とする実体論
との両方にまたがって存在しており、こうした「インフォーマルな社会過程」をどこに位
置づけるかが重要な理論的課題のひとつとなっていることに着眼した考察である。しかし
著者は、結論として、理論の起点を「民主過程ないし社会過程」に置くか諸個人の「普遍
的権利」に置くかの問題は、この「重なり」に解消されるべきものではなく、それとして
別途論じられるべき根本的な憲法思想の問題であるとする。 
 
  第４章では、この問題領域における「マイノリティ」の構成について考察される。まず
著者は、「文化戦争」と呼ばれる領域で権利主張の主体として現れてくるのは、一定の不利
な状況に置かれたアイデンティティを共有する集団すなわち「マイノリティ」なのか、そ
れとも普遍的な「権利」を平等に享受すべき「個人」なのか、という問題を提起する。  次
いで、この領域で権利主張主体（法的救済の対象）としての「マイノリティ」がどのよう
に構成されてきたかを、主としてリチャーズとバルキンの議論に依拠して考察する。そし
て、これらの議論が、近時の有力説である「政治的無力性」および「変更不能性」による
「マイノリティ」理解をとらないこと、それぞれに独自の観点から憲法訴訟における「厳
格審査」を要求する議論を行っていることに注目する。 
  著者は本章で、前章までの考察内容が憲法解釈論にどのように反映されるかを考察する。
その一環として、「文化戦争」の領域においては、憲法理論上の平等保護、国教樹立禁止、
プライバシーの問題が重なって現れてくること、また、厳格審査を要求する際の有力な論
拠として、近年有力になってきている「法の表現理論」型の議論が見られることについて
も検討する。 
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  さて、各論においては、性の領域、刑事司法の領域、表現規制問題の領域が「文化戦争」
の典型領域として選択され、より具体的な考察が行われている。 
  第５章「文化戦争と性の領域」では、総論の冒頭でも考察の端緒として触れた一連の同
性愛者訴訟について、判例・学説に関するより詳細な検討が行われている。ここで著者は、
問題系を《性の自律モデル（プライバシーないし自己決定論）》、《アイデンティティモデル
（平等保護論）》、《文化戦争モデル》の３系列に整理した上で、一連の最高裁判決が各事例
をどの問題系において扱おうとしたのかを考察する。著者はまた、学説についても、この
問題系整理に沿って考察しつつ、これら一連の同性愛者訴訟が「プライバシー権理論」の
批判的精錬を促し、また「プライバシー権」と「平等保護」との理論的関係に関する考察
を進展させる役割を果たしたことを指摘する。そして、ある特定アイデンティティにだけ
私生活のプライバシーが保障されない状況を作り出す刑法（いわゆるソドミー法）は平等
保護を定めた合衆国憲法に反する、という、本来当然に出されてよいはずの判決が、なぜ、
これほどの長い期間にわたって出されずにきたのか、そこには司法への「文化戦争」の反
立憲主義的な方向での影響があったのではないか、との疑問を述べるとともに、この状況
を追認せずに打開した２００３年判決の意義を確認する。 
 
  第６章では、著者は、同じ事例を、「文化戦争と刑事司法」という観点から考察する。前
章で問題となった諸事例は、刑法による強制がかかわっていた、という共通項を持ってい
たからである。本章では、刑法の特殊性に照らした問題領域設定が必要であることの議論
を紹介しつつ、アメリカで「刑法の実体的限界の問題を憲法論として論じる」という試み
が活発に行われた１９６０年代から７０年代の議論を参照する。著者がここで取り上げる
のは、刑事司法の憲法的限界を論じたパッカー（Packer, H.L.）の実体的デュー・プロセス
論、プライバシー権論を中核に据えながら刑事制裁の実体的限界を論じたリチャーズ、刑
事司法の適正性を要求する第４修正型プライバシーの発想を自己決定型プライバシー論の
一内容として堅持するトライブ(Tribe, L.) の議論である。著者はこれらの議論のなかに、
刑法が党派的道徳価値観強制（今日の用語でいう「文化戦争」）の効果的な道具として使用
されやすい傾向を持っていることや、このことをより明確に警戒する憲法理論が必要とさ
れることの問題認識が現れていたことを見て取る。 
  そこから著者は、より今日的な問題の考察に入り、現代アメリカで試みられている「ヘ
イト・クライム」立法の問題を視野に入れていく。著者によれば、「偏見」を動機とした犯
罪行為を刑法によってとくに抑制しようとする動きは、「文化戦争」を解決・抑制する手段
として採用された立法政策といえる。著者は、トーマス、カースト、リチャーズの議論を
参照しつつ、これらの政策は「それ以前に解決しておかなければならないこと」を敢えて
看過した上での政策であり、本質的解決に結びつかない、との見解をとる。なぜなら、「ア
イデンティティに対する暴力」として理解できる「ヘイト・クライム」は、ソドミー法の
ような公権力による「憎悪の許可」によって助長される社会現象であり、個々の現象にか
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かわった諸個人を処罰する前に、そのような効果を生んでしまう法の存在や政府言論のほ
うを問題としなければならないからである。著者は、ここで「法表現の権力性」という観
点が議論の要となっていることに注目する。すなわち、刑法理論においては、刑法が（警
察による執行をまたずとも）法文として存在すること自体において犯罪抑止効果を発揮し
ているとされるが、著者によれば、この抑止効果の理論は、「法表現の権力性」を言い表し
たものにほかならない。したがって、この理論を刑法の存在根拠の一つとして認めるなら
ば、諸刃の剣の一面として、刑法が「文化戦争」の道具として使用される危険（その害悪
性）を法理論の視野に入れ、この危険な方向に対して立憲的な限界設定を行う理論作業が
必要となると、著者は主張する。 
 
  第７章では、ヘイト・スピーチ規制とポルノグラフィ規制の議論に含まれる「文化戦争」
問題について考察が行われる。著者によれば、政治的弱者側の「表現の自由」の傷つきや
すさに照らして弱者侮蔑的な言論を規制すべきだとする議論、これらの言論は「思想の自
由市場」にとってむしろ阻害要因であるとする議論など、一定の言論の「害」に着目して
その規制を求める議論のなかには、「偏見」による優位・劣位関係の固定をどう打開するか
という、「文化戦争」問題と共通の問題認識があることが観察される。そして、R.ドゥオー
キン、A.アドラーといった規制反対論者の議論には、「これらの規制を求める著者は『文化
戦争』の一当事者として発言しているのであって、その主張は法理論たりえない」との見
解が含まれている、と著者はいう。では、これらの論争の根底に「文化戦争」が存在する
として、その問題を組み込んだ議論を憲法論として組み立てることは可能か。この点に関
して、著者は主としてアドラーとリチャーズの議論を参照しつつ、考察を継続する。特に
リチャーズが「これらの言論規制の議論は、文化システムの不正性の問題を明確にした点
で価値をもつ」としつつ、この関心を十分に共有してもなお言論規制に反対する議論を堅
持する点に注目し、ここにこの議論の今日的な意義を見出す。ここでは、憲法原理にてら
した規制の正統性と、規制の有効性（マイノリティ自身にとって状況改善に役立つ方法か）
という問題が考察される。結論として著者は、この種の言論規制がアメリカで広く採用さ
れた場合、「文化戦争」問題は未解決のまま、あるいはより悪化した形で残ることになる可
能性のほうが高い（そしてこうした法政策はそこから生じる害悪性を凌駕するだけの益を
認められない以上、表現の自由の保障の優越的価値性に照らして憲法上正当化しえない）、
とする諸見解に賛意を表している。 
 
  終章では、全体に通じる理論的課題があらためて確認される。著者は、「文化戦争」によ
って憲法的救済の対象となる「害」が発生していると見るときに、これは政治過程ないし
社会過程への「害」として構成されるのか、それとも諸個人の普遍的な諸権利への「害」
として構成されるのか、という問題が残されているという。本論文は、可能なアプローチ
を模索し提示することを主要な課題とし、そのなかのどの線をとることがもっとも説得的
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か・整合的か、といった問題への結論を出すことを、論文内における達成課題とはしてな
いため、著者は、この問題については、議論の根底部に残された問題としてこれを自覚す
ることを最後に強調している。なお、著者は、この章で、「文化戦争」という現象の根底に、
近代人の「自己感の不安」が存在することをあらためて確認する。すなわち、「文化戦争」
を憲法理論においてどのように見るかという問題は、その内奥において、この「不安」の
解消という課題を公権力がなんらかの形で引き受けるのか、それともこれは近代以降の人
間が支払うべき「近代の代償」ないし「自由の代償」であって、各人の内面において引き
受けるべき問題なのか（リベラリズムの堅持）、という問いを常に伴うわけである。著者は、
この課題の根底部分にこうした「近代」をめぐる問いが存在するとの指摘をもって考察を
終えている。 
 
 
Ⅱ 本論文の評価 
 １９８０年代末以降、アメリカ合衆国において、多文化主義をめぐる激しい論争が繰り
広げられてきたことは周知のことである。それは人種、性、宗教、思想に関する多様性を
めぐって「アメリカ」とは何かを見極めようとする一連の対立や論争として、いわゆる「文
化戦争」と呼ばれうる状況へと発展していることも確かであろう。この「戦争」と呼ばれ
る実態がどのようなものなのか。また、植民地時代から常に問題となってきた多様な文化
の衝突が、現在に至ってなぜ「戦争」という言葉で形容されるようになったのか。そして、
「戦争」の終結はどこに存在するのか。この複雑で悩ましい問題について、憲法学の観点
から取り組んだのが本論文である。問題状況に関する認識は適切であり、本論文が、その
ような状況と正面から向き合い、それを憲法学の問題として理論的に解明しようと試みた
ことは、本論文のすぐれた点として、まずもって評価に値しよう。 
 本論文が「文化戦争」の問題を読み解く上で、具体的素材として選択したのは、「性」、
刑事司法、表現の自由（特にヘイト・スピーチ規制とポルノ規制）の領域である。問題の
広がりと奥行きからすれば、より広い課題設定が期待されたとはいえ、問題の性質上、網
羅的に取り上げることは困難であり、本論文における限定は決して不当ではない。 
 本論文は、憲法学のみならず、社会学分野の議論についても詳細に目配りしつつ、それ
を憲法学の領域に架橋しようと試みている。憲法学における新しい問題状況を、大きな歴
史的状況の変化と関連づけて論じた点は、実に意欲的といえる。 
 著者のアプローチの特徴は、従来、アメリカ宗教史やアメリカ政治の専門家が注目し、
分析をしてきた「文化戦争」という現象について、憲法の規範内容として何がいえるのか
という視点を基軸に据えながら問題点を洗いなおしていく点だろう。それゆえに、司法的
介入の是非やその仕方がとりわけ重要となる。他方、従来、憲法学の学説や判例が、人工
妊娠中絶や同性愛の問題として扱ってきたテーマについて、「文化戦争」という概念のもと
に体系的に説明を試みた点は、憲法研究に新たな手法ないし切り口を加えたものと評価で
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きる。また、ヘイト・スピーチ規制法問題を「文化戦争」という観点から分析した点も大
変意欲的であり、表現の自由論の視点と「文化戦争」の視点との混在ないし未整理な部分
をなお残しているとはいえ、この問題を多角的に明らかにした点で十分評価に値する。 
 ところで、著者は、これらの問題にアプローチしていく際に、「文化戦争」を「価値観の
対立」に解消せず、「アイデンティティの衝突・排除」との関わりでも解明しようと試みて
いる。この衝突→排除の過程に政治性・権力性が生まれ、ここで「憲法的害」が問題とな
りうるとする。社会学分野の議論を憲法論として練り上げていくことは容易ではないが、
著者は関係する議論を適切に整理し、憲法論として再構成しようと努力しており、この点
は高く評価できるだろう。 
 アメリカの判例法理や学説の整理も詳細かつ丹念に行われており、とりわけ同性愛や妊
娠中絶に関する司法審査について綿密に分析しており、大変有益である。同性愛差別のグ
ループの憎悪を多角的に分析した点も貴重である。「文化戦争」というと「敵意」「憎悪」
が連想されるが、むしろ、バルキンらの議論の整理を通じて、問題の本質を「ステレオタ
イプ的偏見」すなわち「スティグマ」であるとした点も大変示唆的である。とりわけ「ス
ティグマ」の問題について深く掘り下げた点は、本論文のメリットの一つといえよう。 
 本論文は、あくまでも国家レヴェルでの文化対立を問題にしている点に特色がある。ア
メリカの場合、公式に多文化主義を政策として掲げたカナダやオーストラリアとは異なり、
多文化主義は社会の構成原理の一つにとどまる。他方、国家（連邦・州）レヴェルでの人
権保障は、基本的には個人主義・自由主義の観点から行われるために、社会の構成原理と
しての多文化主義と権利保障のレヴェルにおけるリベラルの間における原理的対立、さら
には保守派からの国家レヴェルでの権利救済の拒否といった複雑な対立構造が生じ、これ
が法理論のレヴェルでの「文化戦争」を生む背景をなしているのである。この点で、フラ
ンスのように普遍主義か多様性かという問題が、憲法論という同一の次元で争われる余地
のある国とは異なっており、対立の次元が異なる点で、問題の読み解きの困難さが増すこ
とになる。加えて、多文化主義自体が、価値のウェイトの置き方次第では、ナショナリズ
ム（＝ネーションの力を最大化する）に接近する場合と、リベラリズム（＝「国家・政府」
からの自由を重視する）に接近するという折衷的な性格をもってくるため、問題はますま
す複雑化する。本論文は、国家レヴェルの文化対立を軸に、こうした複雑化した問題状況
に理論的に応答しようと試みており、この努力は、問題領域によって濃淡はあるものの、
全体として貫かれていると評価できるだろう。 
 個人的アイデンティティと集団的アイデンティティの区別を打ち出し、それが自己決定
権論と平等権とにそれぞれ分かれて関わることを、さまざまな学説の紹介を通じて明らか
にした点も高く評価できよう。著者はリチャーズの議論を「現在のところもっとも精錬さ
れた議論」と位置づけ、リチャーズが、「アイデンティティ」の正負の二面性を自覚し、「負
のアイデンティティ」・構造的不正義・平等保護のルートと、「アイデンティティの再創
造」・道徳的自律・良心の自由保障のルートに切りわけた点に注目しているが、この点も社
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会学分野における社会構築主義の議論と憲法論を架橋しようとする試みとして貴重である。 
 総じて、本論文は、「文化戦争」という概念のもとに、すぐれて現代的な社会問題を憲法
問題として再構成し、解決の方向を模索する上での理論的手がかりを与えている点におい
て独創性が認められる。それは同時に、違憲審査制論、平等権論、表現の自由論など憲法
学のオーソドックスな理論分野にも新たな視点を提供するものであり、その点でも高く評
価されよう。 
 もっとも、このように評価される本論文にも、問題がないわけではない。 
  第１に、本論文の分析と結論を導く上で、「文化戦争」という概念を用いる必要性があっ
たのかどうか、という点に関わる。確かに、人々に「文化戦争」と呼ばせている社会的状
況があることも事実であるが、そこにあえて「戦争」という表現を使わなければならない
必要があったのか。「文化戦争」とされる現象は、キリスト教ファンダメンタリズム（福音
派）が、その原理に反する他の動きに対する一方的な攻撃を行ったことに起因するもので
あって、攻撃・排除の双方に、他方に対する積極的な攻撃があっての「戦争」ではない。「文
化戦争（文化闘争）」の概念を使って憲法を論じ、問題を政治に委ねたのは、１９９６年の
Romer v. Evans 判決におけるスカーリア判事であり、同判事は対抗する側を「政治的に力
のある少数者」としているが、これは寛容を求める世論の力が熟しただけで、そのように
いえるかは疑問である。「戦争」と呼ぶことで、議論が誇張され両極化されてしまったとい
う側面がないわけではない。 
  第２に、多文化主義は、異なる人種や民族が共存するために、それぞれの独自の文化を
相互に理解し、尊重し合い、特定の文化が主流文化として支配することがないように配慮
する考え方である。それを構成する文化には、エスニック文化以外にも、女性や障がい者、
同性愛者などの性的マイノリティ、子供なども広い意味での文化・アイデンティティ集団
として捉えることができる。各文化集団内部では、個人の権利よりも集団の権利を優先さ
せるために、文化集団の構成員としてではなく、個人として自己実現を図りたい場合には、
当該集団内部でもさまざまな葛藤が生じることになる。つまり、多文化主義は国家がある
民族文化を支配することを拒絶する一方で、各エスニック文化が個人を支配することは拒
絶しないのである。この点で、各文化集団の内部での「権力関係」についても注意を払う
必要があるが、本論文にはこうした視点は必ずしも十分に活かされているとはいえない。 
 第３に、現実社会においては、個人対集団という図式的理解は必ずしも有用であるとは
限らない。というのも、個人の価値観やアイデンティティは、生まれ育った文化集団のな
かで形成され、個人的志向も文化集団の価値観に影響されているからである。また、個人
主義的観点から権利救済を目指すアメリカの法システムにおいても、各種市民団体やエス
ニック利益団体、障がい者・同性愛者団体がロビー活動等を通じて法制定や改正を促して
きたことを考えれば、個人の自由を確保するために集団が果たしてきた役割を否定するこ
とはできない（中間団体の問題）。それゆえ、著者のように、基本的にリベラルの立場から
「文化戦争」を論じる場合でも、個人のよりよい自己実現のために集団に積極的に加入す
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るというアメリカ的な集団生活と個人主義の両立を念頭におかざるを得ない側面があり、
理論的に折衷主義的であらざるを得ない必然性がある。こうした点に関する理論的整理と
いう点において、本論文はなお課題を残している。 
 第４に、個別的論点になるが、著者が基本的に支持する自律モデル（ただし平等モデル
と排斥的であったわけではない）の出発点となった Roe v. Wade 事件がアメリカ社会にも
たらした影響（国論の二分）ゆえに、最近では Roe v. Wade は、同判決を支持する立場か
らも「どのように判決すべきであったか」が問われている。Roe v. Wade 判決の読み直し
という視点を加味すれば、著者の結論の説得力はより増したようにも思われる。 
 最後に、原典からの翻訳・紹介なのか、著者自らの言葉なのかが不明確な箇所も散見さ
れ、叙述の重複や繰り返しも一部に残されている。より重要な点は、本論文が、現代の日
本社会の問題と正面から向き合わないで考察を終えていることであろう。もちろん著者も
終章において、「特殊アメリカ的な論題か、普遍化しうる論題か」という節を立てて、問題
の広がりを十二分に意識し、かつ自覚している。終章における日本の問題に対する若干の
コメントは、今後著者が、本論文で追求した方法論や分析成果を基礎に、現代日本社会に
おける同種の問題について本格的な検討を行い、理論的な解明を加えていくであろうこと
を期待させる。著者の今後の課題というべきであろう。 
 本論文は、「文化戦争」という現象について、憲法学の立場から精力的かつ意欲的に考察
しており、以上の諸点の指摘は、本論文が博士論文としての評価に値するものであること
をいささかでもそぐものではない。 
 
 
Ⅲ 結論 
  以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が博士（法学・早稲田大学）の学
位を受けるに値するものと認める。 
 
 
                           ２００７年１月２９日 
 
審査員 
 
主査 早稲田大学教授 博士（法学、早稲田大学） 水島 朝穂 
早稲田大学教授              笹倉 秀夫 
早稲田大学教授              戸波 江二 
   早稲田大学教授              中島  徹 
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